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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
磁気軸支電気機械と、前記磁気軸支機械に対して、制御、調整、監視および励起を行うた
めのアナログまたはデジタル電子回路とを備え、前記磁気軸支電気機械が永久磁石、短絡
ケージまたは高伝導性金属被膜を有する回転子と、駆動力および軸支力を生成するために
機械巻線および磁気軸受巻線が挿入される固定子とを含む、磁気軸支電気駆動装置であっ
て、前記磁気軸支機械の固定子は、駆動力生成用の磁極対数ＰMを有する単一の位相巻線
または複数の位相巻線（３０，３１，３２，３３）および軸支力生成用の磁極対数ＰML＝
ＰM±１を有する分離式単一の位相巻線または複数の位相巻線（３４，３５，３６，３７
）を備え、前記巻線の少なくとも一つを、突極巻線磁極を有する高密度巻線として形成し
たことを特徴とする磁気軸支電気駆動装置。
【請求項２】
前記軸支力生成用の磁気軸受巻線（３４，３５，３６，３７）が、回転磁場生成のために
複数の位相巻線として形成されることを特徴とする請求項１に記載の電気駆動装置。
【請求項３】
前記駆動力生成用の機械巻線（３０，３１，３２，３３）が、回転磁場生成のために複数
の位相巻線として、または交流磁場生成のために単一の位相巻線として形成されることを
特徴とする請求項１に記載の電気駆動装置。
【請求項４】
前記高密度巻線は、全節巻線として形成されることを特徴とする請求項１に記載の電気駆
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動装置。
【請求項５】
前記高密度巻線は、磁極部よりも小さいまたは大きいコイル間幅が生じるように部分的に
配置されていることを特徴とする請求項１に記載の電気駆動装置。
【請求項６】
前記磁気軸受巻線は、二つの位相巻線（３４、３５；３６，３７）として形成され、また
前記モータ巻線は、一つの位相巻線（３０、３１、３２、３３）として形成され、さらに
、前記磁気軸受巻線（３４、３５；３６，３７）の磁極対の数および前記モータ巻線（３
０、３１、３２、３３）の数が、その順番に拘わらず、一つおよび二つになることを特徴
とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の電気駆動装置。
【請求項７】
単一位相機械巻線の場合、始動の信頼度を高めるための始動補助であって、特に、非対称
の固定子金属シートカット（３８）、一つ以上の補助磁石（４３）、または一つ以上の短
絡リング（５２）からなる始動補助を備えることを特徴とし、または、前記回転子の好ま
しい始動位置は、前記回転子と対向する固定子面における前記回転子の回転による下方へ
の揺れ（６７）によって、前記磁気軸受巻線の対応する励起を介して設定されることを特
徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の電気駆動装置。
【請求項８】
前記回転子（４０）および好ましくは固定子（３９）の磁気的に有効な部分は、前記磁気
空隙磁場の力による作用（４１）の結果として、軸方向および回転軸に対する二つの傾斜
方向に、前記回転子の安定した、動作に必要な受動的磁気軸支を生じるように、半径方向
の寸法に対して軸方向の寸法が短い円板、リングまたは、鐘状に形成されていることを特
徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載の電気駆動装置。
【請求項９】
全ての巻線、すなわち、前記機械巻線および前記磁気軸受巻線の両者が、高密度巻線とし
て形成されていることを特徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載の電気駆動装置
。
【発明の詳細な説明】
本発明は、独立請求項の前提部分に示される磁気軸支電気駆動装置に関する。
駆動系における回転部の速度、寿命、清浄度及び気密性に関して極めて高いレベルの要求
事項に対応しようとする機械および装置構造の応用分野が、磁気を用いた軸支技術によっ
て切り開かれた。この応用分野は、従来の軸支技術を用いては実質的に実現不可能な、あ
るいは実現が非常に困難なものであった。例えば、磁気軸受を既に備えた例として、高速
フライス盤や研削盤の主軸、ターボ圧縮機、真空ポンプ、あるいは高純度の化学製品や医
療製品用のポンプ等、様々な実施例が挙げられる。
従来の磁気軸支電気機械（図１）には、機械ユニット１に加えて、２つの各ラジアル磁気
軸受２および３、アキシャル磁気軸受４、２つの各機械式遮断軸受５および６、またモー
タや磁気軸受巻線を励磁するための合計１３個の出力制御装置７、８、９及び１０が必要
である。
機械とラジアル磁気軸受を磁気固定子ユニットに一体化するための方法が添付資料（図２
）に提案されている。駆動巻線及び軸支巻線用として、２つの分離式巻線系１１及び１２
が固定子溝に多層構造の状態で導入されている。両巻線系は３つのループを有し、磁極対
の数において一つ異なる。これらのコイルは、複数の溝にまたがって配置されている。図
２に挙げた例は、以下のことを示す。
－　４磁極機械巻線１１（外側）は、第１のループ１３、第２にループ１４、第３のルー
プ１５を含み、
－　２磁極軸支持巻線１２（内側）は、第１のループ１６、第２のループ１７、第３のル
ープ１８を含む。
回転子から固定子、或いは固定子から回転子方向の矢印（参照符号無し）は、４つの磁気
回転子部の磁化方向（例えば、半径方向すなわち直径方向への磁化）を示す。
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剛性軸回転子の案内が必要でない用途、例えば換気装置、送風機、ポンプ或いは混合機等
の用途においては、アキシャル磁気軸受及び第２のラジアル磁気軸受は、機械磁気軸受を
一体化した本実施例からは除かれている。これに対する必要条件として、回転子の直径に
対して長手方向の長さが短い寸法を有する円板形状の回転子（図３）の実施例がある。こ
のように、固定子３９と回転子４０間に生じる磁気力４１によって、軸方向及び傾斜方向
における回転子位置が安定化される。
しかしながら、多くの場合、磁気軸支技術の利用に際しては、複雑で高価なシステム構造
および、それに伴うより高い製造コストが障害となる。従って、本発明の目的は、機械及
び磁気軸受ユニットの機械的構造の簡略化から成るが、これは、この目的に適する電子的
励起方法を考慮した上でのものである。
本発明のこの目的は、独立請求項の特長によって達成される。好適な実施例の変形例は、
従属請求項の特長によって特徴付けられる。本発明の目的を達成することにより得られる
特有の利点としては、固定子或いは回転子の構造を各々大きく簡略化できること、また従
来から知られている解決策に対応した磁気軸受機械の巻線構造を有すること、また電源制
御装置を削減できることである。例えば、磁気軸受単相モータには３つのループ及び６つ
のコイルのみがあれば充分である。
本発明の実施例について、図面を参照して以下に説明する。図面に示す内容は以下の通り
である。
図１は、従来の磁気軸支電気機械の実施例を示す図である。
図２は、機械とラジアル磁気軸受が磁気固定子ユニットに一体化された、従来の磁気軸支
電気機械の実施例を示す図である。
図３は、軸方向および傾斜方向の受動的な安定化の可能性を示す図である。
図４は、本発明に基づく磁気軸支電気駆動装置の固定子の実施例を示す図である。
図５は、外側回転子に対して巻線を技術的に変更した、本発明に基づく電気駆動装置の一
実施例を示す図である。
図６は、複数の分散型コイルを有する電気駆動装置の一実施例を示す図である。
図７は、電気駆動装置の励起のために用い得るブリッジ回路の一実施例を示す図である。
図８は、筋の入った同心円状の巻線および突極磁極と補助磁極を有する、本発明に基づく
磁気軸支駆動装置の一実施例を示す図である。
図９は、非正弦波固定子電流層分布および空隙中での非正弦波励起場分布における角度に
依存する力の変動を示す図である。
図１０は、巻線磁極領域において、非対称シートメタルカットを有する、本発明に基づく
駆動装置の一実施例を示す図である。
図１１は、交流場でのモータ動作において、その始動を確実に行うための補助磁石を有す
る、本発明に基づく駆動装置の一実施例を示す図である。
図１２は、固定子磁極において回転子の回転による下方揺れの制御性を示す図である。
図１３は、固定子磁極の片側に取り付けた短絡用リングを有する、本発明に基づく駆動装
置の一実施例を示す図である。
図１４は、空隙中において、正弦波励起場分布を実現するために、特別な形状に仕上げた
磁石セグメントを有する、本発明に基づく駆動装置の一実施例を示す図である。
図１５は、機械およびラジアル軸受の両者において、回転磁場を生成することができる、
本発明に基づく磁気軸支駆動装置の固定子の一実施例を示す図である。
本機械は、用途によって、モータまたは発電機として動作させることが可能である。図４
は、高密度直径巻線および突極磁極を有する機械磁気軸受装置（固定子は、例えば、さら
に冷却効果を高めるためにアルミニウムリングまたはアルミニウムシリンダに各々嵌合さ
れる）の一実施例を示す。ここで、高密度巻線とは、コイルが磁極部に分散されないと同
時に（磁気的に有効な方法で）互いの位置がずれている巻線のことである。従って、コイ
ル３４及び３５は、それぞれ高密度であると考えられる。突極磁極とは、高密度巻線に囲
まれた強磁性体の磁極またはエアコイル磁極のことである。この分類に含まれるものは、
例えば、高密度巻線に囲まれているリム磁極９９、或いは高密度コイル３６によって磁気
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的に閉塞される９９及び１００など単独のあるいは複数に分割された磁極等がある。この
巻線はまた、ピッチに端数が生じても良い。つまり、磁極部より巻線幅が小さくても、ま
た大きくても良い。図８に、この場合の一実施例を示す。ピッチにかなりの端数が生じる
場合、磁極幅を強磁性補助磁極８６で狭めることによって生じる磁極ギャップを閉じる方
向の状態に置かれる。二つの巻線系、つまり単ループ４磁極機械巻線及び２ループ磁気軸
受巻線によって、図４及び図８における構成において、駆動力或いは軸支力を発生させる
機能が実現できる。
機械ループは、コイル３０，３１，３２、及び３３で形成され、第１の磁気軸受ループは
、コイル３４及び３５で構成され、また第２の磁気軸受ループはコイル３６及び３７で形
成される。機械ループの高密度コイルによって、強磁性材料による突極磁極（ここではリ
ム磁極）が形成される。要求されに内容に基づき、これらは互いに直列に或いは並列に接
続され、また、交流電流による励起の際、例えば、４磁極永久磁石回転子に駆動力を発生
させるのに充分な４磁極の回転磁場を生じせしめる。第１及び第２の磁気軸受ループは、
互いに角度が９０°となるように配置される。２磁極の回転磁場は、半径方向軸支力の振
幅及び位相を設定するための磁気軸受ループの、対応する電流励起を介して形成される。
図４の機械または磁気軸受ループのコイルは、直列或いは並列に接続される。磁気軸受コ
イル３４及び３５および／または３６及び３７は、各場合に応じて、適宜、単一コイルに
組み合わされ、高密度巻線を形成する。
図５は、同様に、単一ループの四磁極機械巻線６７，６８，６９，７０、および二ループ
の第１ループ７１，７２及び第２ループ７３，７４を有する二極磁気軸受巻線を有する外
側回転子駆動装置用巻線の技術的な変形例を示し、これは、後者に対して垂直に配置され
る。磁気軸受巻線の２つのループは、４５°回転することも可能であり、また図４の結果
に類似した構造となるように機械巻線の溝に設けられる。さらにコイル７１，７２、及び
７３，７４は、場合によっては、１つのコイルを形成するように組み合わせることができ
る。機械ループに関しては、例えば６８及び７０のように、互いに反対側に布設された二
つのコイルが無くても良い。図５に示す構造の外側回転子は、四磁極のリング或いは鐘状
とするのが良い。
図４及び図５の構造に対するもう一つの選択肢として、機械巻線或いは磁気軸受巻線を、
複数（図では２つ）の分散型コイル７５，７６（図６）で形成することもできる。このよ
うに、図６においては、第１のループ接続７７及び第２のループ接続７８、或いは、各々
、反対の巻線方向で隣接する巻線磁極とさらに次に接続される状態を示す。
個別のループ電流は、例えば回転子位置および回転速度に対する所望の指定値及び実際の
値、すなわち、アナログ回路或いは高速コンピュータユニットによって、回転子の位置及
び回転子の回転角用検出器信号を評価した後、回転子の回転角或いは駆動力を考慮するこ
とにより決定される。決定された信号は、電力電子回路によって増幅され、クロックで同
期を取ったスイッチ或いはアナログ電力増幅器を介して３つのループに供給される。これ
に応用可能なブリッジ回路を図７に示す。機械ループは２４によって示され、２つの磁気
軸受ループは２５及び２６によって示す。制御経路の特徴を考慮して、電流を印加する代
わりに電圧を印加することも可能である。
特に交流磁場の代わりに回転磁場を介して機械の操作を実施する場合は、この機械の回転
子の種類は、自由に選択することが可能である。例えば、永久磁石回転子、短絡ケージ回
転子、短絡ケージの代わりに高導電性の金属被覆を有するさ回転子、或いは角度依存性の
空隙変動を有するリラクタンス回転子を用いることが可能である。
各々、ピッチに生じる端数が十分でない場合或いは分布が不充分な巻線の場合、また非正
弦波励起磁場分布の場合、例として図９に示すように、角度依存性のある半径方向の力の
変動４２は、回転子が回転した際の定電流振幅を示す図４，５或いは８に基づき、半径方
向の軸受巻線ループの電流励磁における空隙磁場の高調波成分によって生じる。この効果
は、良好な動作状況を達成するために巻線の電流励磁の際に考慮されるべきである。
正弦波が充分維持された励磁場分布は、例えば、図１４に基づき、回転子と固定子８４間
の角度依存性の空隙を有する形状８２によって、永久磁石回転子８５を用いることによっ
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て達成できる。永久磁石の直径方向の磁化もまた、正弦波磁場分布に関しては好ましい方
向に作用する。回転子の強磁性後部端子或いはヨークは、８３によって示される。しかし
ながら、コストの観点から、高密度巻線及び半径方向すなわち直径方向に磁化した、特別
な形状を必要としない磁石を用いることも有利な方法である。
図４或いは図５に各々示す磁気軸支機械においては、機械の操作には交流磁場しか利用で
きないため、適宜、始動時点での不感帯を克服するために補助駆動力を備える必要がる。
このことは、例えば、巻線磁極（図１０）部の非対称形のシート状金属板カット３８によ
って実行可能である。もう一つの提案された解決手段（図１１）には、１つ或いはそれ以
上の補助磁石４３が備えられており、この補助磁石４３は、回転子に対して軸方向または
半径方向に配置されており、また、この補助磁石４３によって、例えば、四磁極永久磁石
回転子５０は、磁石の引付け力の結果、角度φで好ましい始動位置４４に移動する。磁石
磁極の境界位置４５において、始動駆動力は任意の大きい電流でゼロになる。巻線磁極は
、４６，４７，４８及び４９によって示す。引付け力を補助するために、補助磁石に鉄ヨ
ークを追加することが可能である。
磁気軸受部によって制御される固定子磁極６５の空隙の終端において、回転子６６が回転
し下方に揺れる（図１２）ことによって、磁石の磁極位置に変化を起こすことも可能であ
る。直径が異なる結果、駆動力が増加できない不感帯外で回転子が回転できるように、下
方への回転揺れ発生時、磁石と固定子磁極間の角度のずれが増大することになる。下方へ
の回転揺れ発生時における回転子の中間点の動きを６７で表す。下方への揺れの運動中、
回転子と固定子間ですべりが発生しないように、回転子及び／或いは固定子の周辺に手段
を講じる必要がある（例えば、摩擦係数が大きい材料を用いたり、表面を粗したり、歯形
を設ける等）。
さらに提案された一解決手段を図１３に示す。固定子磁極の片側に短絡リング５２を設け
ることにより、短絡電流の結果として、交流磁場の代わりに、楕円形の強い回転磁場が空
隙中に発生する。
図４，５，８及び１０は、駆動力及び軸支力に関する磁極対の数に対する、また、２巻線
からなるループの数の両方に対する実施例であると考えられる。磁極対の数を変更するこ
ともまた可能であるが、そのためには、機械動作のための磁極大数PMと、磁気軸受動作の
ための磁極対数PMLとの間にPM＝PML±１という条件が成り立つことが必要である。ループ
数及び電源電子回路におけるブリッジ分岐の数を増やすことにより、交流磁場機械の代わ
りに回転磁場機械を、本発明に基づき、磁気軸支駆動装置に一体化することも可能である
。
これに対して可能と思われる実施例を図１５に示す。固定子は、コイル８７、８９，９１
，９３及び８８，９０，９２，９４から成る２つの４磁極駆動巻線を含み、これらのコイ
ルは、直列或いは並列に接続される。駆動力を発生させるための電機子回転磁場を、駆動
力ギャップを有しない４磁極回転子により形成することができるように、機械ループは、
互いに電気的に９０°ずらす。従って、この構成には、前述した例とは対照的に、始動の
補助を必要としない。
直径コイル９５及び９７は、ラジアル磁気軸受の２ループを形成し、９０°ずれている。
ここで、回転磁場を発生させることが可能である。利用可能な巻線スペースをより有効に
利用するために、さらに２つのコイル９６及び９８を導入することができ、例えば、コイ
ル９６はコイル９５に接続することができ、またコイル９８はコイル９７に接続すること
ができ、それぞれにおいて単ループを形成する。
もう一つの構造的な変形例として、磁極対の数による場合と同様に、２磁極回転子によっ
て、二つ及び一つの固定子巻線を実現することも可能である。このために、単数或いは複
数のループを有する機械巻線を選択し２磁極とすることになり、また複数のループを有す
る磁気軸受巻線を選択し４磁極とすることになる。
すでに説明した側面とは全く独立なものであるが、本発明のさらなる本質的な側面は、本
発明に基づく電気駆動装置の磁気軸支機械の固定子或いは回転子に、駆動力及び軸支力生
成用の分離式巻線を実装することができ、また、これにより単ループ内で機械ループを形
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成できるという認識に最終的には基づいている。
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